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このたび、JRCM ニュースに寄稿の機会を頂戴し、
誠にありがとうございます。（一社）日本化学工業
協会（「日化協」）の専務理事を務める進藤秀夫と申
します。簡単に幣協会の概要と、取り組んでいる重
要課題をご紹介させていただきます。
1. 日化協の概要

日化協は 1948 年に設立され 2011 年に現在の一般
社団法人に移行いたしました。約 180 の企業と約 80
の団体が会員となっています。日化協の目的は、化
学工業に関する生産、流通、消費等の調査研究並びに
化学工業に関する技術、労働、環境、安全等に係る
諸問題の調査研究並びに対策の企画及びその推進等
を行い、化学工業の健全な発展を図り、もって我が
国経済の繁栄と国民生活の向上に寄与することです。
2. 日化協の重点課題

2024 年 5 月に日化協の会長に就任した岩田圭一
会長（住友化学（株）代表取締役社長）は、重点目標
として「GX の取り組み推進」、「国際協調の推進」、「安
全・化学品管理の取り組みの着実な実施」の 3 点を
掲げました。以下簡単にご紹介いたします。
(1) GX の取り組み推進

GX（グリーン・トランスフォ－メーション）とは、
定義上は「化石燃料エネルギーに依拠しない経済社
会への転換」であり、小職の認識で言えば「炭素排
出削減と経済成長が両立する社会の実現」というこ
ととなります。日化協では、カーボンニュートラル
や資源循環経済といった観点に基づき、政府の動向
や世界の動きを注視するとともに、こうした取り組
みに化学産業がソリューション・プロバイダーとし
て幅広く貢献できることを主張しております。

本年７月には協会内に GX 推進部会をキックオフ
させ、2050 年カーボンニュートラルに向けたロー
ドマップの深掘りを行うとともに、わが国の NDC（排
出削減に向け、国が決定する貢献）の見直しや炭素
排出権取引市場の整備などの動きに対して、業界の
意見を適切に整理し発信してまいる所存です。

また、カーボンニュートラルや循環型社会の実現

に当たっては、巨額の設備投資、原燃料の転換及び
安定供給の確保など、相応のコストが伴うものであ
り、サプライチェーン全体での協業やそれらを支え
る制度設計が求められます。とりわけ「環境価値」（製
品の環境面での付加価値）を、一般消費者をも含め
て、ユーザーが広く受容する社会を醸成していくこ
とが必要不可欠です。こうした環境価値の「見える
化」のため、GHG 排出量や環境負荷への寄与度を
定量的に評価できるカーボンフットプリント（CFP）
について、化学産業として取りまとめた算定ガイド
ラインを活用した普及活動を進めております。

また、循環型社会の実現に向けて、リサイクル品
の社会認知を早期に向上させることを目的に、化学
品のリサイクル率確認登録制度の試験運用を開始し
ました。試験運用を通じて、制度のブラッシュアッ
プを進めてまいる所存です。
(2) 国際協調の推進

サステナブルな社会の実現に向け、世界の化学産
業にとって共通の課題を解決するため、国際協調をよ
り推進していく必要があります。日化協ではこれまで
に、国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ

（SAICM）の達成と、SAICM の後継となる、新たな化
学物質に関するグローバル枠組み（GFC）の立案と採
択に向けて、国際化学工業協会協議会（ICCA）にお
ける活動を中心に、国際連携を図ってまいりました。

更に最近では、プラスチック汚染終結に関する法
的拘束力のある国際文書（条約）策定に向けた政府
間交渉委員会（INC）への対応にあたり、化学品に
係るグローバル枠組み（GFC）に基づく産業界の貢
献の検討に当たって、会員企業・団体の声を集約し、
ICCA を通じ国際社会に日本の意見を積極的に発信
しています。
(3) 安全・化学品管理の取り組みの着実な実施

安全、化学品管理の取り組みは、化学産業が存続
するための基盤であり大前提です。化学産業は、社
会生活にとって不可欠な化学製品を、安定的に社会
に供給する責任を担っています。保安防災における
デジタル化・スマート化や、リスクベースの化学品
管理の普及に努めてまいります。

以上の 3 つの重点的課題を中心に、日化協は日本
の化学産業の持続的発展に向け様々な取り組みを進
めてまいります。（一財）金属系材料研究開発セン
ター（JRCM）とも協力の機会があれば誠に幸甚です。
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　専務理事　進藤 秀夫
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1. 目的と概要
現在、我が国の鉄鉱石の輸入は年間 1.6 兆円で、その

うち豪州とブラジルに 90%依存しているが、両国産の鉄
鉱石は今後劣質化（鉄分含有量の低下）が予測されてい
る。これにより、高炉スラグ量が増加し、高炉の還元材比
の上昇による増エネ・増 CO2 排出や、生産性の低下を招
き、我が国の鉄鋼業の国際競争力が大きく低下する恐れが
ある。さらに、豪州産の鉄鉱石は鋼材の特性を劣化させる
リンの濃度上昇も予測され、脱リン工程である製鋼の負荷
増加と製鋼スラグ増加による増エネ・増 CO2 排出、また、
高級鋼の競争力低下も懸念される。一方、豪州には高鉄分、
高リン鉄鉱石資源が未開発で残されていることから、これ
までに無い「鉄鉱石の脱リン処理・不純物除去プロセス」
を新たに構築することにより、これら鉄鉱石の有効活用を
図り、上記の資源劣質化による国際競争力低下を回避する
ことが必要である。

2018 ～ 2019 年度の NEDO 先導研究プログラムでの基
礎検討に引き続き、本プログラムでは上記の「鉄鉱石の脱
リン処理・不純物除去プロセス」を構築することを目的
に、日本製鉄（株）、JFE スチール（株）、（株）神戸製鋼所、 

（一財）金属系材料研究開発センター（JRCM）の 4 者と、
共同研究先である東北大学、九州大学、秋田大学、北海道
大学、日本工業大学、東京大学、大阪大学、大阪公立大学、
福岡工業大学、中部大学、日本大学、広島大学で取り組んだ。
本プロセスの構築のためには、(a) 鉄鉱石中のリン賦存・不
純物分布状態の評価、(b) 鉄鉱石の脱リン処理・不純物除去、
(c) 脱リン超微粉鉄鉱石の塊成化、(d) リン回収・資源化、(e)
全体プロセス評価が必要であり、本プログラムでは、これ
らについて 2019 ～ 2023 年度の 5 年間で取り組んだ。

なお、この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）の助成事業の結果として
得られたものある。

2. 得られた成果
2-1. 鉄鉱石中のリン賦存・不純物分布状態の評価 

【担当：日本製鉄】
鉱物粒子解析装置 (MLA) を用いた鉄鉱石中に含まれる

リンの形態別定量評価フローを確立した。豪州産高リン鉱
石を評価した結果、リンの主要形態はゲーサイトへのリン
酸イオンの吸着であり、含まれているリン酸塩鉱物はごく
微量であることを明らかにした。また、ゲーサイトは Al，
Si などの不純物を含むことを明らかにした。

ゲーサイト中の不純物とリン吸着量、吸着形態、反応性
の関係解明に取り組んだ。

鉱石中ゲーサイトの微細組織、不純物濃度分布は多様で
ある。ゲーサイトの元素分布・定量分析の結果、結晶サイ
ズ、微細気孔とリン濃度の間の相関傾向を見出した。

ゲーサイトに吸着するリン酸イオンの形態を赤外吸収
分光法で評価し、量子化学計算により構造モデルの最適
化を行った結果、リン酸イオンが単座配位でゲーサイト
の Fe に結合しており、吸着時の pH によりリン酸イオン
のプロトンの数が異なることを明らかにした。湿式のゲー
サイトへのリン吸脱着反応解析を行い、pH、温度 (25 ～
40℃ )、ゲーサイト中 Fe の Al 置換による反応挙動の違い
の基礎知見を得た。これらの知見は、高リン鉱石の成因の
推定に役立てる。

脱リン技術開発グループと連携し、脱リン処理後鉱石中
のリンの形態別定量解析を行い、反応過程の考察を行った。

以上のように、開発目標である鉄鉱石中リンの分析・解
析技術開発および反応解析を達成し、脱リン処理に適した
鉱石の選定や、脱リン方法の選択指針となる知見を得るこ
とが可能となった。
2-2. 鉄鉱石の脱リン処理・不純物除去
2-2-1. 還元＋粉砕・磁選による鉱石脱リン技術の開発 

【担当：日本製鉄】
(1) 還元気化脱リン法の開発

1kg/h スケールの脱リン試験装置で、鉄鉱石 1 トン当

NEDO 戦略的省エネルギー技術革新プログラム／テーマ設定型事業者連携スキーム
「鉄鉱石の劣質化に向けた高級鋼材料創生のための革新的省エネプロセスの開発」

（2019 ～ 2023 年度実施）の成果概要
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図 1　本技術開発成果のプロセスイメージ

図 2　MLA 解析の例 : 鉱石中 Al, Si, P の分配
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たりのリンの 820 g 以下への低減（脱リン率 20%以上に
相当）を達成した。試験操業、設備条件の検討を加えて、
1 t/d の次期連続脱リン処理装置の概念設計を完了した。
(2) マイクロ波加熱技術を利用した高リン鉱石乾式脱リン
技術の開発

連続脱リン処理の反応モデルを作成した。鉄鉱石 1 トン
当たりのリンの 714 g 以下への低減（鉱石脱リン率 30%以
上に相当）を到達した。また、低温、マグネタイト混合によ
る高い脱リン率を達成し、そのメカニズムを明らかにした。
(3) 鉄還元反応における不純物量の電磁波変数依存性

電磁界の制御で、微小領域の温度勾配を制御しつつ、装
置大型化の条件を提示した。狭部温度測定は 3 µm まで達
成し、電磁界それぞれの加熱特性を把握した。350 ｇ試
料の加熱実験で、450℃までの加熱に成功した。
(4) 還元反応を利用した高リン鉱石中のリンのガス化除去

ガス流速及び処理時間の影響を明確化した。鉄鉱石 1 ト
ン当たりのリンの 870 g 以下への低減（鉱石脱リン率 15%
以上に相当）を達成した。低温、粗粒での高い脱リン率を
達成。昇温時の亀裂生成挙動の脱リンへの関与を見出した。
(5) 鉱物処理技術を利用した鉄鉱石からの脱リンと不純物
低減プロセスの開発

鉄鉱石の連続処理に適用可能な 1 トン当たりのリンの
714 g 以下への低減（鉱石脱リン率 30%以上に相当）を
達成した。鉄回収率や鉄品位の向上と、不純物の高効率除
去の処理条件を明確化した。浮選 + アルカリ乾燥処理で、
高い鉄回収率、脱脈石率、脱リン率を達成した。
(6) アルカリ処理を用いる低品位鉄鉱石アップグレーディン
グプロセスの開発

流通式アルカリ水熱処理で、高い鉄回収率、脈石率、
脱リン率を達成。アルカリ溶液の循環利用を達成可能な
除去元素の分離回収法を構築し、Si, Al, P の高い回収率を
達成した。
(7) 鉄鉱石脱リン設備の開発

還元気化方式に適する脱リン炉方式として外熱式キルン
方式を選定した。商業規模である鉱石処理量 50 万 t/y 規模
における、プロセス説明、プロセスフロー、物質収支・熱収支、
配置図、主要機器仕様、脱リン炉計画策定までを完了した。

(8) 鉄鉱石の電熱気化脱リン技術の開発
高リン鉄鉱石の電熱気化脱リン処理における最適処理

条件を決定した。減圧下の電熱気化脱リンにおいて、低真
空条件でも高い脱リン率を達成した。さらにはスケール
アップならびに実用化に向けたフィージビリティースタ
ディとして電力消費量を推算した。
2-2-2. 鉱石リン / 不純物除去技術の開発（焙焼 / 還元 /
粉砕 / 分離）【担当：神戸製鋼所】

焙焼⇒還元⇒粉砕⇒分離による乾式リン除去プロセス
開発に取り組み、リン除去率≧ 30%＋鉄歩留≧ 80%を達
成した。焙焼段階における粗粒石灰石添加 ( 東北大学共同
研究 ) や本プロジェクトで新たに知見した砕石焙焼 (Al-Si-
P-O としてリンを固定 ) により、粗大なリン濃縮相を生成
させることでその後の粉砕分離性を向上させることが技
術の重要なポイントである。1400℃対応高温 SEM を用い
た in-situ 観察により、これら技術コンセプトのメカニズ
ム解明も進展した。

また、低酸素分圧＋塩基度上昇によるリン超濃縮相
(C5PS 相 ) の生成促進条件も見出した。これより、実機焙
焼プロセスとして酸素分圧調整型のグレート方式を選定
し、脱リンプロセス導入時の省エネルギーを評価した結
果、原油換算で 6.1 × 10-4kL/t- 溶銑の省エネとなること
を明らかにした。
2-3. 脱リン超微粉鉄鉱石の塊成化【担当：JFE スチール】

高リン鉄鉱石を事前に脱リンした場合、ヘマタイト主体
の鉄鉱石は還元されてマグネタイト主体になり、また、そ
の粒径も微粉化すると想定される。微粉の鉄鉱石は通常の
焼結プロセスにおいては大きな減産要因となる。そこで本
テーマでは、焼結プロセスで使われる鉄鉱石原料の 50％
を脱リン後微粉鉱石で置き換えつつ、減産影響を低減する
ための技術開発を行った。

大阪公立大学、東北大学、日本大学との共同研究を通じ
て、脱リン後の微粉鉱石を別ラインで事前造粒する複合層
焼結プロセスによって、焼結プロセスで減産せずに脱リン
後還元微粉鉱石を 50%使用できる造粒・焼成条件を見出
した。また、プロセス化に向けたスケールアップの課題を
提案した。
2-4. リン回収・資源化【担当：JFE スチール】

製鋼スラグ中の鉄およびリンを回収・資源化するプロセ
スの要素技術を東京大学、東北大学、日本工業大学、福岡
工業大学および広島大学との共同研究を通じて開発・評価
し、将来の実証化に耐えうる成果を得た。また今後の実証
化に向けた技術課題についても整理した。

(1)10t/ 日規模のキルン高温還元実験を行い、鉄の約 95％
を還元し、得られたメタル中にリンの約 61%を含ませ
る条件を見出した。

図３　還元気化脱リン試験結果

図４ リン資源化研究成果
左：黄リン化、右：肥料化 ( ダイズ圃場試験 )
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(2) 高温還元で得られる高リン濃度のメタルから、リンの
約 66％をリン濃縮スラグとして濃化する処理条件を
見出した。

(3)(1) 高温還元と (2) リン濃縮処理を合わせて、40%以上
のリンを資源化原料として回収見込みである。

(4) 高温還元後に残る低 Fe, P スラグを緻密化することで、
JIS 砕石相当の特性を得ることができ、コンクリート
製品の骨材として利用可能であった。

(5)(2) で得られたリン濃縮スラグは、以下のいずれの方法
でもリン資源化可能であり、リン資源としての需要や
プロセス化する際の周辺環境などを考慮して選択する
ことが出来る。

(5-1) 酸浸出した後に黄リン化する手法については、酸浸
出で高いリン浸出率を得る条件、および高濃度のリン
酸溶液から黄リン生成する条件をそれぞれ明らかとし
た。ただし、酸浸出液そのままではリン酸濃度が低く、
黄リン生成は困難であるため、酸浸出液の pH を調整
して得られるリン酸カルシウム系の沈殿物を再度酸浸
出するなどの手段が必要となる。

(5-2) そのまま肥料として活用する手法について、湛水条
件 ( イネ、クワイ等 ) および畑地条件でも根圏 pH が
低くなるマメ科の作物において市販肥料同等の肥料効
果が得られた。また、Ca や Mg の吸収が増加傾向にあ
り、有害元素の吸収の増加は見られなかった。

(6) 実証化に向けた課題として、経済性・持続性を考慮し
たリン資源原料の受け入れ先確立が挙げられる。 
現状、リン酸製造はコスト低減が課題、肥料化は需要
家に受け入れて頂くことが課題である。

2-5. 全体プロセス評価【担当：日本製鉄】
一貫製鉄システムのエネルギー解析をツール化し、モデ

ル製鉄所での実機化に向けた粗 FS を実施した。
入力データのアップデートと鉄鉱石リン上昇後のモデ

ル製鉄所のエネルギーフローを予測した。
鉄鉱石の脱リン試験結果に基づくと、脱リン処理鉱石

は、製鉄所当りで 40 万 t/ 年となり、還元気化脱リン工程
導入による省エネ量は 20.8 万 kL/ 年と評価された（目標
は 19.2 万 kL/ 年）。

一貫製鉄所全体へエネルギーシステムモデルを拡張し
た。拡張モデルでの KPI によるプロセス評価を実施した
結果、乾式および湿式脱リン処理において指標に大きな差
異はないことがわかった。
2-6. 鉄鉱石の脱リン及びリン資源化技術調査 

【担当：JRCM】
2019 年度から 2023 年度までの本プロジェクト期間に

おいて、高リン鉄鉱石からの脱リンおよびそれに関連する
選鉱処理、ならびに、鉄鋼スラグおよびそれ以外のものか
らのリン資源化技術に関して、特許、文献調査を行い、技
術動向と主要技術の抽出を行った。また、リン資源の市場
動向に関する調査も合わせて行った。

(1) 鉄鉱石の脱リン選鉱技術
特許、文献ともに最近の報告件数が増加傾向となってお

り、その大半は中国による発表である。背景に、中国が自
国産鉱石の積極的利用を検討していることがあるものと
思われる。浸出、焙焼、磁選、等の基礎実験が行われてい
る一方で、脱リンを目的とした大規模実施の報告は見られ
なかった。

一方、アルセロールミッタルがカザフスタンに所有する
リザコフスク鉱山においては、パイロット規模での開発ま
で至っているが、当初の目的を達成しておらず、中断され
ている模様である。世界的には鉄鉱石からの脱リン処理技
術は確立されている例は無いものと思われる。今後の鉄鉱
石の劣質化を考慮すると、本技術の重要性、価値は増して
ゆくものと予想される。

(2) リン資源化技術
世界的なリン資源の枯渇に伴い、リン資源およびリン製

品の価格は高まりつつあり、また、不安定化している。リ
ン鉱石以外の資源からのリン回収については、特に、欧州
を中心に下水汚泥や家畜の糞尿からのリン回収に関し、研
究開発が盛んに行われている。しかし、本調査の範囲では、
未だ、工業的に優位な技術が確立されている状況ではない
と思われる。一方、リン含有鉄鋼スラグからのリン回収に
関しては、日本での研究が中心に行われている。資源の集
積度という点で、上記下水汚泥等に対する優位性があり、
かつ、我が国に持ち込まれるリンの相当な部分を占める鉄
鉱石に由来するリン資源回収に対しては、今後も積極的な
研究開発が重要であると思われる。
3．まとめ

豪州鉄鉱石のリン濃度は、2035 年頃から上昇すること
が直近の調査で判明してきている。今後は、リン濃度の上
昇トレントに対応して、本プロジェクトで策定した脱リン
プロセスの設備基本プランのスケールアップや商業機の
概念設計へ繋げる。

また、リン回収および資源化技術については、周辺環境
の変化を考慮し、事業として成立するタイミングを図り、
実用化検討を行う。

図 5　各国の特許出願状況
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